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2024 年９月 25 日 

各 位 

会  社 名 ア セ ン テ ッ ク 株 式 会 社 

代 表 者 名 代表取締役社長    松浦 崇 

（コード番号：3565 東証スタンダード） 

問 合 せ 先 管理本部長        佐藤 正信  

（TEL：03-5296-9331） 

    

Cloud Software Group,Inc.との資本業務提携及び 

第三者割当による株式の発行に関するお知らせ 

 
当社は、本日開催の取締役会において、Cloud Software Group,Inc.（以下「CSG 社」といいます。）と

の間で資本業務提携（以下「本資本業務提携」といいます。）を行うともに、同社を割当予定先とする第

三者割当による新株式（以下「本新株式」といいます。）の発行（以下「本第三者割当増資」といいま

す。）を行うことについて決議しましたので、お知らせいたします。 

Ⅰ．本資本業務提携の概要 

１． 本資本業務提携の目的及び理由 

当社グループは、「簡単、迅速、安全に！お客様のビジネスワークスタイルの変革に貢献する。」

の企業理念のもと、仮想デスクトップに関連する製品開発、販売及びコンサルティングサービスを

主な事業とし、サイバーセキュリティ対策ソリューションにも力を入れております。 

当社グループの主力事業である仮想デスクトップ事業は、社会的な課題となっている以下の３つ

の問題を解決できる先進的かつ効果的なテクノロジーであると考えております。 

  ・ 情報漏洩、盗難事故等「情報セキュリティ問題」 

  ・ 在宅ワークやハイブリッドワークを促進する「ワークスタイル変革」 

  ・ 電子機器を含めた温室効果ガスの削減「ESG への取組」 

   当社グループは仮想デスクトップに関連した製品サービスの販売やシステムインテグレーション

に特化していることで、競争優位性を高めてまいりました。また、2023 年４月 25 日に策定した中期

経営計画では、2027 年１月期に向けた事業拡大の重要な戦略として、「戦略的事業・資本提携の拡大」

を掲げております。 

   他方、CSG 社は、Citrix をはじめ企業向けにミッションクリティカルなソフトウェアを提供する

リーディングカンパニーです。傘下には、Citrix、TIBCO、NetScaler、Jaspersoft、iBi、

ShareFile などのビジネスユニットがあり、これらのユニットは企業の運用効率を向上させるための

さまざまなソフトウェアソリューションを世界中で１億人以上のユーザに提供しています。 

当社グループは、CSG 社のビジネスユニットである Citrix との間で、長年にわたり、ディストリ

ビュータ契約を締結し、Citrix DaaS 及び NetScaler 製品（注１）（以下「Citrix 製品」といいます。）

を国内に販売してまいりました。また、Citrix 製品を提供するにあたって、不可欠な技術者を多数

育成し、国内の仮想デスクトップ市場の拡大に貢献してまいりました。両社は、さらなるビジネス

の拡大を目指して、協議を行った結果、今回、当社と CSG 社との間で、本資本業務提携に関して、

パートナー契約を更新するとともに、投資契約を締結するに至りました。    

本資本業務提携に伴い、当社グループは、国内の Citrix 製品の市場拡大に向けた戦略として、新

たに当社の 100％子会社（以下「本新会社」といいます。）の設立を検討しております。その理由と

いたしましては、本資本業務提携において当社と CSG 社の企図する Citrix 製品の国内市場の拡大に

向け、日本国内のお客様への営業体制ならびにサポート体制を強化するため、本新会社が必要であ

ると判断しました。本新会社のオフィス開業資金や運転資金を捻出するために、資金を調達する必

要があるところ、本第三者割当増資によって CSG 社から資金を調達することが当社の企業価値向上

に最も資する手段であると判断しました。 

当社及び本新会社、CSG 社は協力して、国内の Citrix 製品の市場拡大に注力してまいります。 

（注１）「Citrix 製品」とは、仮想デスクトップソフトウェアのことであります。当社が提供する

仮想デスクトップとは、デスクトップ環境をサーバ側に集約し、ネットワークを介してデ

スクトップの画面イメージを配信し、シンクライアント端末やパソコン、タブレットなど

によりユーザが利用するソリューションです。 
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端末にデータを保存しないことによりセキュリティ性が向上するほか、システム管理者

がデスクトップ環境を集中管理できることにより、運用管理の負担が軽減されるといった

メリットがあると考えております。 

 

２． 本資本業務提携の内容 

（１）資本提携の内容 

当社は、本第三者割当増資により、CSG社に当社の普通株式 700,000 株を（本第三者割当増資後の

持株比率 5.01％）割り当てます。 

本第三者割当増資の詳細は、後記「Ⅱ．本第三者割当増資による新株式発行」をご参照ください。 

 

（２）業務提携の内容 

当社及び CSG 社が合意している本資本業務提携の内容は以下のとおりです。 

① 市場拡大に向けたシステム構築体制の強化 

当社と CSG 社は、現在の協力関係をより深化させ、お客様の仮想デスクトップシステム構築を

より高品質に提供するために、エンジニアリソースの強化に取り組みます。 

② 当社グループのサポート体制を強化 

CSG 社の支援を得て、一層の顧客満足度向上のために、新会社において専門のサポート体制を

整備します。 

③ 共同マーケティング 

お客様及びパートナーに対し、タイムリーに CSG 社の最新テクノロジーや営業プログラムを提

供するために、マーケティング活動を共同で行います。 

 

３． 本資本業務提携先の概要 

本資本業務提携先である CSG 社の概要は、後記「Ⅱ．本第三者割当増資による新株式発行 ６．割

当予定先の選定理由等 （１）割当予定先の概要」をご参照ください。 

 

４． 本資本業務提携の日程 

(1)本資本業務提携及び本第三者割当増資に関

する取締役会決議日 

2024 年 9 月 25 日 

(2)本資本業務提携及び本第三者割当増資に関

する契約締結日 

2024 年 9 月 25 日 

(3)本第三者割当増資による払込期日 2024 年 10 月 25 日 

 

５． 今後の見通し 

後記「Ⅱ．本第三者割当増資による新株式発行 ８．今後の見通し」をご参照ください。 

 

Ⅱ．本第三者割当増資による新株式発行 

１． 募集の概要 

概要 内容 

(1)払込期日 2024 年 10 月 25 日 

(2)発行新株式数 普通株式 700,000 株 

(3)発行価額 １株につき 金 551 円 

(4)調達資金の額 385 百万円 

(5)募集又は割当方法 CSG 社に対する第三者割当の方法によります。 

(6)その他 本新株式の発行については、金融商品取引法に基づく有価証券

届出書の効力発生を条件としております。 

 

２． 募集の目的及び理由 

（1）本第三者割当増資の目的 

前記「Ⅰ．本資本業務提携の概要 １．本資本業務提携の目的及び理由」をご参照ください。 
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（2）第三者割当による資金調達を選択する理由 

当社は、本資本業務提携において当社とCSG社の企図する国内のCitrix製品の市場拡大に向けた

戦略として設立を検討している本新会社のオフィス開業資金及び運転資金を調達する目的で、CSG

社を割当予定先とする第三者割当増資を実施することが、当社の企業価値を向上するための最善の

方法であり、株主の皆様の利益にも資する方法であると考え、本第三者割当増資により本新株式を

発行することを選択いたしました。なお、今回の資金調達にあたり既存株主の皆様への影響も考慮

し、その他の様々な選択肢についても検討いたしましたが、以下の理由から本第三者割当増資が最

善であり企業価値向上に資すると判断しております。 

本第三者割当増資の検討に際し、間接金融、直接金融の手段による資金調達の検討を行ったもの

の、中長期的な企業価値及び株主価値の向上に資する資本業務提携等の協力関係の構築を第一に考

えており、間接金融では目的に合致しないと判断し、直接金融による資金調達方法を主眼として検

討を行いました。 

 

① 国内の Citrix 製品の市場拡大に向けた戦略として、本新会社の設立を検討しており、本新会社

のオフィス開業資金や運転資金については、自己資本比率のバランスなどを考慮した投資戦略

のもと、財務体質の健全性を維持、コントロールしながら資金調達を行えること。 

② 公募増資や株主割当、ライツオファリングについては、調達に要する時間及びコストも第三者

割当によるエクイティ・ファイナンスと比べて長期かつ割高となる傾向にあることや、中長期

的な企業価値及び株主価値の向上に資する資本業務提携等の協力関係の構築を伴わないことか

ら、株価に対する直接的な影響を与える可能性があると考えられること。 

③ 新株予約権による資金調達は、発行時に必要な資金を調達できず、株価の動向により当初想定

していた資金調達ができない、又は、実際の調達金額が当初想定されている金額を下回る可能

性があること。 

 

上記検討を踏まえ、当社の資金需要を満たし今後の事業展開をはかるうえで最良の手段は第三者

割当増資であるとの結論に至りました。 

 

３． 調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

概要 価額 

(1)払込金額の総額 385 百万円 

(2)発行諸費用の概算額 13 百万円 

(3)差引手取概算額 372 百万円 

(注)1 発行諸費用の概算額は、主に、登録免許税、その他諸経費（弁護士報酬、司法書士報酬、信 

託手数料）等で、13 百万円を見込んでおります。 

(注)2 発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 

 

資金使途 支出金額 支出時期 

(1)本新会社オフィス開業 50 百万円 2024 年 10 月～2025 年 4 月 

(2)本新会社運転資金 322 百万円 2025 年 １月～2025 年 12 月 

合計 372 百万円  

(注) 差引手取概算額については、上記のとおり支出する予定であり、支出時期までの資金管理につ

 いては、当社の銀行預金等で保管する予定でおります。なお、今後、当社を取り巻く環境に変

化が生じた場合等、その時々の状況に応じて、資金の使途又は金額を変更する可能性がありま

す。資金の使途又は金額に変更があった場合には、速やかに開示・公表いたします。 

 

既述のとおり、当社グループは、「簡単、迅速、安全に！お客様のビジネスワークスタイルの変革

に貢献する。」の企業理念のもと、仮想デスクトップに関連する製品開発、販売及びコンサルティン

グサービスを主な事業とし、サイバーセキュリティ対策ソリューションにも力を入れています。ま

た、2023 年４月 25 日に公表した中期経営計画を 2027 年１月末までに達成するために、重要な事業

戦略として、戦略的事業・資本提携の拡大を掲げております。 

そのようななか、CSG 社との本資本業務提携は、当社グループの主力事業である仮想デスクトップ

事業を拡大するチャンスであると考えており、中長期的な企業価値及び株主価値の向上に資する資

本業務提携等の協力関係の構築を目的に行うものであります。 

そこで、当社は、本資本業務提携において企図される国内の Citrix 製品の市場拡大に向けた戦略
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として、本新会社の設立を検討しており、本第三者割当増資に係る差引手取概算額については、当

社から、当社の関係会社である本新会社に対する出資及び融資の原資に充てたうえで、上記のとお

り、本新会社のオフィス開業資金及び運転資金に充当する予定であります。 

 

４． 資金使途の合理性に関する考え方 

当社は、本資金調達を「３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期」に記載する使途に充当

いたします。 

本新会社を含めた当社グループの業績の向上、ひいては中長期的な企業価値の向上に資するため、

今回の資金使途は合理的なものであると判断しております。 

 

５． 発行条件等の合理性 

（1）払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

本新株式の発行価格につきましては、本第三者割当増資にかかる取締役会決議日の直前営業日

である2024年９月24日の株式会社東京証券取引所スタンダード市場における当社普通株式の終値

580 円から 5％ディスカウントした 551 円といたしました。当社では、発行価額の算定にあたって

は、できる限り恣意性を排除した客観的な株価に基づくことが重要であると認識しております。

株式市場においては、通例、投資家による一定の投機的思惑の影響を受けつつも、各企業の資産

内容、財務状況、収益力及び将来の業績見通しなどを考慮した企業の客観的価値が株価に反映さ

れており、したがって、本新株式の発行にかかる取締役会決議日前日の株式会社東京証券取引所

スタンダード市場における当社普通株式の終値には、その時点において市場で得られるすべての

情報が反映され、企業の客観的価値が反映されているものと考えております。よって、本新株式

にかかる取締役会決議前日の当社普通株式の終値を基準として割当予定先と発行価額の協議を

行ったところ、本新株式の発行に伴う希薄化効果による株価への影響や当社の近時の株価の変動

状況を踏まえ、また、日本証券業協会「第三者割当増資の取扱いに関する指針」（平成 22 年４月

１日付）を考慮し、取締役会決議日前日の当社普通株式の終値から５％のディスカウント価格と

するのが相当と判断したため、上記発行価額にて第三者割当増資を行うことを決定いたしました。 

なお、上記発行価額は、上記取締役会決議日の直前営業日までの１ヶ月間の終値平均株価567円

（小数点以下切捨、以下同様。）から、2.82％のディスカウント、同日までの３ヶ月間の終値平均

株価 563 円から 2.13％のディスカウント、同日までの６ヶ月間の終値平均株価 561 円から 1.78％

のディスカウントとなっております。当該発行価額につきましては、日本証券業協会「第三者割

当増資の取扱いに関する指針」（平成 22 年４月１日付）の原則に準拠したものでもあり、会社法

第199条第3項に規定されている特に有利な金額には該当しないと判断しております。この判断に

基づいて、当社取締役会においては、今回の資金調達の目的、他の調達手段の選択肢を考慮する

とともに、本新株式の発行条件について十分に討議、検討を行った結果、本新株式の発行価額は、

割当予定先に特に有利でなく、本新株式の発行は有利発行には該当せず適法であると判断いたし

ました。  

また、当社監査等委員会（監査等委員（社外取締役）３名）は、本新株式の発行は、取締役会

決議の直前営業日の終値に基づくものであり、当社の株価の推移、市場全体の環境、事業状況等

を勘案しても、当該発行価額は、割当予定先に特に有利でなく、本新株式の発行は有利発行には

該当せず、適法である旨の意見をいただいております。  

そして、当社取締役会は、当社監査等委員会からの上記意見表明も踏まえ、全取締役の賛同の

下、本新株式の発行を決議しております。 

 

（2）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

当社は、本第三者割当増資に伴い、本新株式700,000株（議決権7,000個）の発行を行い、これ

による希薄化率は 5.17％（2024 年７月 31 日時点の総議決権個数 132,660 個に対する希薄化率は 

5.28％）となります。これにより既存株主の皆様におきましては、持株比率及び議決権比率が低

下いたします。また、１株当たり純資産額、１株当たり予想当期純利益が低下する恐れがあるこ

とから、１株当たりの希薄化が生じるため、既存株主の皆様が有する株式価値が一時的に低下す

る可能性があると考えております。しかしながら、当社は、2023 年４月 25 日に公表した中期経営

計画の途上にあり、重要な事業戦略として、戦略的事業・資本提携の拡大を掲げており、今回の

CSG 社との資本業務提携は、当社グループが飛躍できるチャンスであり、調達した資金を、本資本

業務提携において企図される国内の Citrix 製品の市場拡大という当社としての新たな事業機会の

創出に充てることで、さらなる成長を実現する所存です。 

以上により、本第三者割当増資に伴い希薄化が生じることとなりますが、当社取締役会では、
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当社を取り巻く状況を加味した上で、本第三者割当増資による手元資金の確保によって、更なる

Citrix 製品の市場拡大を行い、既存事業と合わせた業績の安定につながり企業価値の向上が期待

されることから、本第三者割当増資は、既存株主の皆様の利益に資するものと考えております。 

したがって、本第三者割当増資の発行数量及び株式の希薄化の規模は合理的な水準であると判

断いたしました。 

 

６． 割当予定先の選定理由等 

（1）割当予定先の概要 

(1)名称 Cloud Software Group, Inc. 

(2)所在地 851 West Cypress Creek Road, Fort Lauderdale, FL 33309, 

U.S.A. 

(3)代表者の役職・氏名 CEO Tom Krause 

(4)事業内容 企業の運用効率を向上させるためのさまざまなソフトウェアソ

リューションの提供 

(5)資本金 38 億米ドル 

(6)設立年月日 1996 年 11 月 13 日 

(7)発行済株式数 6,729,143 株 

(8)決算期 11 月 30 日 

(9)従業員数 6,234 人 

(10)主要取引先 非公開 

(11)主要取引銀行 Bank of America 

(12)大株主及び持株比率 Cloud Software Group Holdings, Inc. 100％ 

(13)当社と当該会社との

関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 

当社は、割当予定先のビジネスユニットである

Citrix と当社との間で、１次代理店契約を締結

しており、当社の仮想デスクトップ事業におい

て、商品の輸入・販売・保守を行っておりま

す。 

関連当事者への 

該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しませ

ん。また、当該会社の関係者及び関係会社は、

当社の関連当事者には該当しません。 

(14)当該会社の最近３年

間の経営成績及び財政状

態 

当該会社との秘密保持契約に基づき、開示を控えさせていただき

ます。 

 

当社は、本第三者割当増資に関して割当予定先との間で締結する Investment Agreement にお

いて、割当予定先は、暴力団員等との間で、直接又は間接を問わず、何らの資本、組織又は取

引上の関係（資金提供を行い又は受けることを含む。）を構築しておらず、かつ、暴力団員等の

活動又は運営にいかなる態様においても関与していない旨の表明保証を受けています。 

また、当社は、本第三者割当増資を実行するにあたり、割当予定先が反社会的勢力であるか

否か、及び反社会的勢力と何らかの関係を有しているか否かについて、独自に専門の第三者調

査機関である株式会社トクチョー（所在地：東京都中央区、代表取締役:荒川 一枝）に調査を

依頼し、同社より調査報告書を受領しました。当該調査報告書において、割当予定先が反社会

的勢力ではなく、または割当予定先が反社会的勢力と何らかの関係を有している旨の報告はあ

りませんでした。 

以上のことから、当社は、割当予定先が反社会的勢力ではなく、また反社会的勢力と一切関

係していないと判断しており、その旨の確認書を株式会社東京証券取引所に提出しております。 

 

（2）割当予定先を選定した理由 

上記「２．募集の目的及び理由」をご参照ください。 

 

（3）割当予定先の保有方針 

当社は、割当予定先である CSG 社との間において、継続保有及び預託に関する合意はしておりま
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せんが、本新株式の取得については、長期的視点に立った企業価値の向上を目指すことを方針とし

た投資である旨を確認しており、同時に短期売買目的としているものではない旨の報告を口頭にて

受けております。 

なお、当社は、割当予定先である CSG 社から、CSG 社が払込期日から２年以内に本第三者割当増

資により発行される本新株式の全部又は一部を譲渡した場合には、直ちにその内容を当社に対し書

面により報告すること、当社が当該報告内容を株式会社東京証券取引所に報告すること、及び当該

報告内容が公衆の縦覧に供されることに同意することにつき、確約書を取得する予定です。 

 

（4）割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

手元現預金による払込みとなる予定であります。当社は CSG 社より、直近の預金残高証明書のコ

ピーを受領し、自己資金にて払込に要する資金を確保できていることを確認しております。 

       

７． 第三者割当後の大株主及び持株比率 

募集前（2024 年 7 月 31 日現在） 募集後 

名 称 
持株比率

（％） 
名 称 

持株比率

（％） 

永森 信一 24.72 永森 信一 23.48 

佐藤 直浩 11.16 佐藤 直浩 10.60 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口） 
6.87 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口） 
6.53 

松浦 崇 5.63 松浦 崇 5.34 

株式会社ネットワールド 

2.26 

Cloud Software Group, Inc. （常

任代理人 シティバンク、エヌ・

エイ東京支店） 

5.01 

株式会社 SBI 証券 1.98 株式会社ネットワールド 2.15 

株式会社日本カストディ銀行（信

託口） 
1.62 

株式会社 SBI 証券 
1.88 

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC 

ISG(FE-AC)(常任代理人 株式会

社三菱 UFJ 銀行) 

1.23 

株式会社日本カストディ銀行（信

託口） 1.54 

BNYM SA/NV FOR BNYM FOR BNY GCM 

CLIENT ACCOUNTS M LSCB RD (常

任代理人 株式会社三菱 UFJ 銀

行) 

1.15 

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC 

ISG(FE-AC)(常任代理人 株式会社

三菱 UFJ 銀行) 
1.17 

JP モルガン証券株式会社 

0.87 

BNYM SA/NV FOR BNYM FOR BNY GCM 

CLIENT ACCOUNTS M LSCB RD (常任

代理人 株式会社三菱 UFJ 銀行) 

1.09 

（注）１．2024 年 7 月 31 日現在の株主名簿を基準として記載しております。また、持株比率の計算に

当たって、小数点第三位を四捨五入しております。 

２．上記は発行済株式総数に対する所有株式数の割合を記載しております。募集後の持株比率

は当社普通株式 700,000 株が発行された後の発行済株式数に基づき記載しております。 

３．Cloud Software Group, Inc.は、実質株主名となります。その常任代理人は、名義株主であ

る Raymond James & Associates の常任代理人であるシティバンク、エヌ・エイ東京支店と

なります。 

 

８． 今後の見通し 

本第三者割当増資が当社の業績に与える影響につきましては、現在精査中であり、今後、業績見

通しが判明次第、速やかに開示いたします。 

 

９． 企業行動規範上の手続き 

 本第三者割当増資は、①希薄化率が 25％未満であること、②支配株主の異動を伴うものではない

ことから、株式会社東京証券取引所の定める有価証券上場規程第 432 条に定める独立第三者からの

意見入手及び株主の意思確認手続は要しません。 
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10. 最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（1）最近３年間の業績（連結） 

 2022 年１月期 2023 年１月期 2024 年１月期 

連結売上高（千円） 6,484,033 6,315,319 6,226,367 

連結営業利益（千円） 708,022 603,453 607,282 

連結経常利益（千円） 714,433 617,663 702,253 

親会社株主に帰属する連結当期純利益（千

円） 

496,694 439,839 480,600 

１株当たり当期純利益（円） 36.93 32.90 36.21 

１株当たり配当金（円） 7.00 7.00 10.00 

１株当たり純資産（円） 175.05 198.52 234.63 

※2022 年１月期及び 2023 年１月期は子会社がなく連結財務諸表を作成していないため個別財務諸表

の数字を掲載しています。 

 

（2）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（2024 年７月 31 日時点） 

 株式数 発行済株式数に対する比率 

発行済株式数 13,536,800 100% 

現時点の行使価額における潜在株式数 487,600 3.60% 

※小数点第三位以下は切り捨てて計算しています。 

 

（3）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

   該当事項はありません。 

 

（4）最近の株価の状況 

① 最近３年間の状況 

 2022 年１月期 2023 年１月期 2024 年 1 月期 

始 値 1,931 円 716 円 508 円 

高 値 1,984 円 853 円 769 円 

安 値 674 円 406 円 471 円 

終 値 702 円 502 円 582 円 

 

② 最近６か月間の状況 

 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

始 値 685 円 614 円 538 円 569 円 563 円 588 円 

高 値 774 円 614 円 594 円 612 円 639 円 588 円 

安 値 605 円 513 円 528 円 542 円 563 円 409 円 

終 値 613 円 538 円 556 円 555 円 588 円 560 円 

 

③ 発行決議日前営業日における株価 

 2024 年９月 24 日 

始 値 590 円 

高 値 594 円 

安 値 580 円 

終 値 580 円 
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11. 発行要項 

（１） 発行株式の種類及び数  普通株式 700,000 株 

（２） 払込金額  １株につき 551 円 

（３） 払込金額の総額 385,700,000 円 

（４） 増加する資本金の額 192,850,000 円 

（５） 増加する資本準備金の額 192,850,000 円 

（６） 募集又は割当方法 第三者割当の方法による 

（７） 申込期日 2024 年 10 月 25 日 

（８） 払込期日 2024 年 10 月 25 日 

（９） 割当先及び割当株式数  Cloud Software Group, Inc. 700,000 株 

（10） その他 上記各項については、金融商品取引法に基づく

有価証券届出書の効力が発生していることを条

件とします。 

 

（参考）当期業績予想（2024 年９月 11 日公表分）及び前期連結実績 

（単位：百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主に帰

属する当期純利

益 

当期業績予想 

（2025 年１月期） 
10,000 717 950 650 

前期実績 

（2024 年１月期） 
6,226 607 702 480 

 

以 上 


